【　参考様式１　従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表の書き方（例）　】
[image: image1.emf]従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

（　 25年 4月分） サービス種類　　  （　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

介護老人福祉施設・（介護予防）短期入所生活介護

）

事業所番号（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ） 事業所名（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

職　　種

勤務 資格

氏　　名 1 2 3 4 5 6 7 8 9 101112131415161718192021222324252627282930

４月の

形態

月火水木金土 日 月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火

合計

生活相談員 Ｂ 社会福祉士 鎌倉　五郎

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 176

1

Ｂ 社会福祉主事 二宮　四郎

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 休 4 4 4 4 4 4 84

0.5

看護職員

Ｂ

看護師

神奈川　太郎

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 168 1

Ｂ

看護師

横浜　花子

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4休 4 4 4 4 4 4 84 0.5

Ｄ

准看護師

川崎　菊代

6 6 6 6 6 6 42 0.2

機能訓練指導員

Ｂ

看護師

相模　三郎

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 176 1

介護職員

Ｂ

介護福祉士

横須賀　二郎

8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8休 8 8 8 8 8 8 8 8 8 8 176 1

Ｂ

二宮　四郎

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4休 4 4 4 4 4 4 84 0.5

勤務形態　Ａ　常勤専従　　Ｂ常勤兼務　　Ｃ非常勤専従　　Ｄ非常勤兼務

計算はすべて小数点第２位を切り捨て

常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務日数、勤務時間　 5日(a) 週 時間 (b)

常勤職員が勤務すべき１日あたりの勤務時間　 8時間  （c）

４月の常勤職員が通常勤務すべき日数 日     （d）

　　　　　　常勤職員の勤務すべき曜日が同じ場合　当該月の常勤職員が勤務すべき曜日を足し上げた日数

　　　　　　常勤職員によって勤務すべき曜日が異なる場合の常勤職員が通常勤務すべき日数の計算方法　（a）×4＋（月の日数-28）×（a）÷7

常勤職員の１ヶ月間における勤務すべき時間数 （c）×（d） 時間 (e)

　　　　　　常勤換算　常勤専従職員（短期入所との兼務は専従とみなす）の人数＋（非常勤職員等の勤務時間数合計÷常勤職員の１ヶ月間における勤務すべき時間数(e)）　

171.4

常勤換算

後の人数



21.4

40

勤務形態一覧表の作成例(従来型施設)

次のいずれかに該当する場合、勤務形態は、「Ｂ

（常勤兼務）」または「Ｄ（非常勤兼務）」になります。

(1)介護老人福祉施設と（介護予防）短期入所

生活介護の両方の業務に従事する場合

(2)短期入所生活介護と介護予防短期入所生

活介護の両方の業務に従事する場合

(3)当該事業所の他の職務を兼務する場合

他職種を兼務する場合、勤務時間を職種毎に割り振る必要があります。

※ただし、次の場合は、例外的にダブルカウントが認められています。

(1)介護支援専門員が当該施設の他の職種を兼務する場合

(2)看護職員が機能訓練指導員を兼務する場合で、当該職員によって

個別機能訓練加算、機能訓練指導体制加算及び看護体制加算の

いずれも算定していない場合

勤務時間は、休憩時間を除いた実労

働時間で記載します。時間外の勤務

は除いてください。

常勤職員は、他の職務を兼務していない場

合、常勤換算は１となります。

シフトの都合等で勤務時間が多い場合でも、

１を超えることはありません。

常勤職員の休暇等の期間は、暦月で１月を超えるものでない

限り、常勤換算の計算上は勤務したものとみなすことができ

ます。その場合、勤務時間欄には「休」と記入し、勤務時間の

合計に含めてください。

※非常勤職員の休暇は常勤換算の計算に含めることはでき

ません。

有資格者の配置が必要な職種

については、必ず資格名を記

入してください。

介護老人福祉施設に(介護予防）短期入所生活介護を併設す

る場合、両方のサービス名を記入してください。

正社員＝「常勤」、パート＝「非常勤」という

意味ではありません。

日常生活継続支援加算やサービス提供体制強化加算（Ⅰ）を算定する場合、介

護福祉士資格を保有する介護職員は資格欄に記入してください。

夜勤職員には○印を付けてください。

常勤職員によって勤務すべき曜日が同じ場合と

異なる場合で計算方法が異なります。


[image: image2.emf]従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表

（H25年　4月分） サービス種類（　　介護老人福祉施設・（介護予防）短期入所生活介護　　　　）

  (介護老人福祉施設用)

事業所名　 　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

職　　種

形態 資格

氏　　名

日

1 2 3 4 5 6 7 8 9101112131415161718192021222324252627282930

    ４週の合計

 勤 務 の勤務算後の

曜日

月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火水木金土日月火

ア　イ　ウ　エ　休

 時 間  時  間人数

(Ⅰユニット)

介護職員 Ｂ 介護福祉士 ○　Ａ

アウウエ ウ ア ウウエ イ ア ウウエ イ ア ウウエ イ ア ウ5   4   9   4   0 176 40 1

介護職員 Ｂ 介護福祉士 Ｂ

イ イ ア ア ウ イ イ ア ア ウ イ イ ア ア ウ イ イ ア ア ウ イ イ 8  10   4   0   0 176 40 1

介護職員 Ｂ Ｃ

ウエ イ ア ア ウエ 休 ア ア ウエ イ ア ア ウエ イ ア ア ウエ 8   3   5   5   1 176 40 1

介護職員 Ｂ Ｄ

エ ウ イ ウエ ウ イ ウエ ウ イ ウエ ウ イ ウエ 0   4   8   5   0 136 32 1 160

介護職員 Ｂ 介護福祉士Ｅ（Ⅱユニット）

ア ア ア ア ア ア ア ア ア 9   0   0   0   0 72 16

（Ⅱユニット）

介護職員 Ｂ ○　Ｆ

アイ エ ア ウア イ エ ア ウア イ エ ア ウア イ エ ア ウア イ 9   5   4   4   0 176 40 1

介護職員 Ｂ 介護福祉士 Ｅ

イ イ ウ イ イ ウ イ イ ウ イ イ ウ イ 0   9   4   0   0 104 24 1 160

介護職員 Ｂ Ｇ

ウア ア ウエ ウア ア イ エ ウア ア イ エ ウア イ ア イ エ ウア 9   1   9   4   0 184 40 1

介護職員 Ｂ Ｈ

ウア ア エ エ ウア ア エ エ ウア ア エ エ ウア ア エ エ ウ8   0   5   8   0 168 40 1

介護職員 Ｂ Ｄ（Ⅰユニット）

ウ ウ ウ ウ 0   0   4   0   0  32 8

介護職員 Ｄ 介護福祉士 Ｊ

イ ウイ ア イ ウイ ア イ ウイ ア イ ウイ ア 4   8   4   0   0 128 32 0.8

　　　勤務割り区分の時間帯

勤務割り ア 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

  ア　7：00   ～　16：00

   区分 イ 2 2 2 1 1 1 0 2 2 1 1 1 1 0 2 2 2 1 1 1 0 2 2 2 2 1 1 0 2 2

  イ 10：00   ～　19：00

ウ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2

  ウ 12：00   ～　21：00

エ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

  エ 21：00   ～　 7：00

勤務形態　：　Ａ常勤専従　　Ｂ常勤兼務　　Ｃ非常勤専従　　Ｄ非常勤兼務

計算はすべて小数点第２位を切り捨て

常勤職員が勤務すべき１週あたりの勤務日数、勤務時間　 5

日

(a)

週 時間

(b)

常勤職員が勤務すべき１日あたりの勤務時間　 8時間 （c）

４月の常勤職員が通常勤務すべき日数 日     （d）

　　　　　        　常勤職員の勤務すべき曜日が同じ場合　当該月の常勤職員が勤務すべき曜日を足し上げた日数

　     　　 　  　　常勤職員によって勤務すべき曜日が異なる場合の常勤職員が通常勤務すべき日数の計算方法　（ a）×4＋（月の日数-28）×（a）÷7

常勤職員の１ヶ月間における勤務すべき時間数 （c）×（d） 時間 (e)

40

22.0

176.0



ユニットを跨ぐ場合には名前

が複数回登場します。

日中時間帯（朝食から夕食まで）につ

いては各ユニットで常時１人以上配置

されている必要があります。（空きがな

夜間及び深夜については、ペア

である２ユニットに１人の職員を

配置します。

常勤職員の休暇等の期間は、暦月で１月を

超えるものでない限り、常勤換算の計算上

は勤務したものとみなすことができます。そ

の場合、勤務時間欄には「休」と記入し、勤

務時間の合計に含めてください。

※非常勤職員の休暇は常勤換算の計算に

含めることはできません。

ユニットリーダーがわかる

ように印をつけてください。

正社員＝「常勤」、パート＝「非常勤」という

意味ではありません。

複数ユニットにまたがって勤務する職員がいる

場合には、当該職員が主に属するユニットの記

載等をすることにより、一目でわかるようにしてく

ださい。

ユニット名を記載してください。また、

夜勤のペアユニットで一枚の紙に

並列ください。

常勤職員は、他の職務を兼務していない場合、常

勤換算は１となります。

シフトの都合等で勤務時間が多い場合でも、１を

超えることはありません。

複数ユニットに跨ぐ場合は各

ユニットにおける勤務時間の

合計数をわかりやすく記載し

てください。

次のいずれかに該当する場合、勤務形態は、「Ｂ

（常勤兼務）」または「Ｄ（非常勤兼務）」になります。

(1)介護老人福祉施設と（介護予防）短期入所

生活介護の両方の業務に従事する場合

(2)短期入所生活介護と介護予防短期入所生

活介護の両方の業務に従事する場合

(3)当該事業所の他の職務を兼務する場合

介護老人福祉施設に(介護予防）短期入所生活介護

を併設する場合、両方のサービス名を記入してください。

勤務形態一覧表の作成例(ユニット型施設)

日常生活継続支援加算やサービス提供体制強化加算（Ⅰ）を算定

する場合、介護福祉士資格を保有する介護職員は資格欄に記入

してください。

常勤職員によって勤務すべき曜日が同じ場合と

異なる場合で計算方法が異なります。



〈　常勤換算とは？　〉
· 「職員の月の合計勤務時間」を「事業所の常勤職員の１月の勤務時間」で割ったものです。
· 「合計勤務時間」・・・サービス提供に従事する時間の合計時間です。

· 「常勤職員の勤務時間は、各事業所で規定します。

　　　　就業規則がある場合・・・就業規則に定めた勤務時間
　　　　就業規則がない場合・・・常勤職員との雇用契約書に記載された勤務時間

· 常勤、非常勤の区別は、事業所で規定した時間数を勤務するかで区別されるものであり、正社員、パートで区別するものではありません。
· 職員の常勤換算数は、原則　常勤職員の員数＋（非常勤職員の勤務時間の合計）/その月の常勤職員の勤務すべき時間数
で算出されます。
※　常勤職員の勤務時間が３２時間未満の場合でも、介護保険上、３２時間で割ることになります。
　　≪例≫　常勤職員の勤務時間が月171.4時間の事業所
	介護職員Ａ
	常勤
	月176時間勤務
	介護職員の常勤換算数は、
常勤職員1.0

　　+

非常勤職員（100+80+60+40）/171.4
＝1.6（小数点第２位切り捨て）
よって、常勤換算は、2.6となります。

	介護職員Ｂ
	非常勤
	週100時間勤務
	

	介護職員Ｃ
	非常勤
	週80時間勤務
	

	介護職員Ｄ
	非常勤
	週60時間勤務
	

	介護職員Ｅ
	非常勤
	週40時間勤務
	


【　参考様式２　事業所（施設）の管理者の経歴書の書き方（例）　】
	[image: image3.wmf]参考様式２

事業所又は施設の名称

株式会社　　ベイケアホームヘルプサービス

カナ

カナガワ　タロウ

氏名

神奈川　　太郎

生年月日

昭和３４

年

4

月

15

日

（郵便番号　　　　　−　　　　　　　）

２３１−９９９９

住所

横浜市　中区　新山下　９９９−９９９

電話番号

０４５−２０１−９９９９

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　主　　な　　職　　歴　　等

      年　　月　〜　　年　　月　

       勤　　務　　先　　等�

職　務　内　容

昭和５６年４月〜平成７年３月

中央福祉サービス協会

経理兼事業企画の企画等

平成７年４月〜平成１９年３月

株式会社　カナガワヘルプサービス

経理

平成１９年４月〜

株式会社　ベイケアホームヘルプサービス

管理者

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職  務  に  関  連  す  る  資  格

　　　　　　　資　格　の　種　類

　　　　　　　　　　　資　　格　　取　得　年　月

社会福祉主事

昭和５６年３月

備　　考

（研修等の受講の状況等）

備考１　「○○○」には、「管理者」、「サービス提供責任者」又は「経験看護師等」と記入してください。

　　　２　住所・電話番号は、自宅のものを記入してください。

　　　３　当該管理者が管理する事業所・施設が複数の場合は、「事業所又は施設名」欄を適宜拡張して、

　　　　その全てを記入してください。

事業所の  　　　管理者       経　歴　書�




【　参考様式４　事業所（施設）の部屋別施設一覧表の書き方（例）　】
	[image: image4.wmf]参考様式４

事業所（施設）の部屋別施設一覧表

サービス種類　　　　　　（　短期入所生活介護　・　介護予防短期入所生活介護　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

）

事業所又は施設名　　 （　　社会福祉法人みなと会　みなとみらいホーム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�

）

　　　　　　　 　　　　　設置階\

   　（　　　　　　　　�

1

）階

　

   　（　　　　　　　　�

2

）階

   　（　　　　　　　　�

 

）階

　 　合　　 　計

部屋の種類

室数

　　　面　　　　積

備　　考

室数

　　　面　　　　積

備　　考

室数

　　　面　　　　積

備　　考

室数

面　　積

 

（居室・療養室）

１室の

定員

 

 

(

)

(

)

(

)

居室

1

20

18.0

(

18.0

)

16

18.0

(

18.0

)

(

)

36

648.0

2

(

)

2

24.0

(

12.0

)

(

)

2

48.0

(

)

(

)

(

)

　計

(

)

(

)

(

)

38

696.0

(

)

(

)

(

)

食堂

1

100.0

(

4.0

)

１人あたり

(

)

(

)

1

100.0

機能訓練室

1

60.0

(

)

面積は、食

(

)

(

)

1

60.0

浴室

1

30.0

(

)

堂と機能訓

(

)

(

)

1

30.0

便所

5

5.0

(

)

練室の合計

5

5.0

(

)

(

)

10

50.0

洗面所

5

5.0

(

)

5

5.0

(

)

(

)

10

50.0

(

)

(

)

(

)

(

)

(

)

(

)

(

)

(

)

(

)

片廊下の幅

1.8

ｍ

1.8

ｍ

ｍ

中廊下の幅

2.7

ｍ

2.7

ｍ

ｍ

共用する施設又は事業所名（

　

）

備考１　設備基準で定められた部屋について、設置階ごとに記入してください。

　　　２　居室・療養室等については、「１室の定員」ごとに分けて記入してください。また、同じ定員でも、面積の異なる部屋がある場合は、さらにそれぞれの部屋ごとに

　　　　に分けて記入してください。

　　　３　「１人あたり面積」の算出が必要な設備は、面積欄の（　　　）内に記入してください（算出にあたっては、小数点以下第２位を切り捨ててください）。

　　　４　部屋の種類ごとにまとめて、合計の室数・面積を記入してください。

　　　５　他の施設又は事業所と共用している場合は、「備考欄」に「共用」と記入し、「共用する施設又は事業所名」欄に正式名称を記入し、

　　　     共用先の当該部分の平面図を添付しててください。�

　　　６　同一の事業所又は施設の他の部屋と兼用している場合は、「備考欄」に「○○室と兼用」と記入してください。

　　　７　設置階数が様式の欄を超える場合は、複数枚に分けて記入し、まとめて提出してください。

以　下　、　略




【　参考様式５　事業所（施設）の設備等に係る一覧表の書き方（例）　】
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                                 事業所（施設）の設備等に係る一覧表�

 　    サービス種類　　 　　（　  短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護　　　）

     　事務所又は施設名　（　社会福祉法人みなと会　みなとみらいホーム    ）B

部屋・設備の種類

設備基準上適合すべき項目についての実態

適合の可否

処遇上配慮すべき

設備の概要

１　居室

�@　日照・採光・換気等、保健衛生・防災等への配慮

　・　各室の南側に窓を設け、日照・採光を確保している。

　・　各室に換気扇を設けるとともに、雨天や気温の低い日以外は

　　１日に２回程度、職員が窓を開けて換気している。

　・　出入り口の幅を十分に取るとともに、居室に面した廊下から

　　建物の外へすぐ出られる構造になっている。

　（以上、別添平面図及び窓・換気扇の写真のとおり）

�A　ブザー又はこれに代わる設備

　・　各室のベッド横にブザーを設置（別添写真のとおり）

２　浴室

�@　身体の不自由な方に適しているか

　・　床に滑りにくい材質を使うとともに、手すりを各所に設置して

　　いる。（別添平面図及び写真のとおり）

備考１　申請するサービス種類に関して、「事業所（施設）の設備等に係る一覧表（サービス種類別）」に記載された

　　　　 基準上必要な事項について記載してください。�

　　　２　必要に応じて写真等を添付し、その旨を合わせて記載してください。

　　　３　「適合の可否」欄には、何も記載しないでください。





以下、サービスごとに必要な項目を記載してください。





施設として配慮している

内容を、

具体的に記載

してください。





事業所の設備等に係る

一覧表関の審査項目

を参考にして、必要な

項目を記載してくださ

い。


[image: image6.wmf]　　　　　事業所(施設）の設備等に係る一覧表（サービス種類別）�

 

設備・部屋の

 

短期

短期

特定

老福

療養

種類等

生活

療養

施設

施設

施設

建物の構造

建築基準法及び消防法の定めに適合している

○

〃

車椅子で円滑に移動できる空間と構造を有している

○

居室

日照・採光・換気等利用者の保健衛生・防災等に考慮している

○

〃

〃

ブザー又はこれに代わる設備を設けている

○

介護専用居室

プライバシーに配慮し、介護を行える適当な広さである

○

〃

１以上の出口が、避難上有効な空き地、廊下、広間に直接面している

○

共同生活室

他のユニットの入居者が共同生活室を通過しない

○

○

○

○

〃

ユニット入居者とスタッフが一度に食事や談話等をできる備品を備えている

○

○

○

○

〃

車椅子が支障なく通行できる

○

○

○

○

一時介護室

介護を行うために適当な広さである

○

静養室

介護職員室又は看護職員室に近接して設けている

○

機能訓練室・生活機

能回復訓練室

必要な設備、備品を有している

○

○

浴室

身体の不自由な方の入浴に適している

○

○

○

〃

一般浴槽のほか、特別浴槽が設けてある

〃

ブザー又はこれに代わる設備を設けている

○

〃

入浴の介助を考慮してできるだけ広いものである

○

○

〃

一般浴槽のほか、入浴の介助を必要とする者の入浴に適した特別浴槽を

○

設けている

便所

身体の不自由な方の使用に適している

○

○

〃

非常用設備を備えている

○

〃

居室のある階ごとに居室に近接して設けている

○

〃

ブザー又はこれに代わる設備を設けている

○

洗面所

身体の不自由な方の使用に適している

○

○

廊下

廊下幅１．８ｍ以上

○

○

〃

中廊下幅２．７ｍ以上

○

○

〃

居室のある階ごとに設けている

○

医務室

入所者を診察するために必要な医薬品及び医療用具を設けるほか、

○

常夜灯

廊下・便所その他必要な場所に設置してある

○

階段傾斜

緩やかである

○

消火設備その他

非常災害に際して必要な設備が設けてある

○

傾斜路

設置してある（居室、機能訓練室、食堂、浴室、静養室が２階以上

○

にある場合で、エレベーターがない場合）

備考　サービスの種類ごとに、基準上必要な事項について、参考様式５「事業所（施設）の設備等に

　　　　係る一覧表」に記載してください。

  基準上必要な事項

定員を決めるに当たり、利用者の処遇に配慮している


【　参考様式６　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要の書き方（例）　】
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　     　　  　　　利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要

事業所又は施設名

申請するサービス種類

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　措　　置　　の　　概　　要　　

１　利用者からの相談又は苦情等に対応する常設の窓口（連絡先）、担当者の設置

２　円滑かつ迅速に苦情処理を行うための処理体制・手順

３　苦情があったサービス事業者に対する対応方針等（居宅介護支援事業者の場合記入）

４　その他参考事項

備考　苦情処理に係る対応方針を具体的に記してくだい。

横浜　港ホーム

特別養護老人ホーム、（介護予防）短期入所生活介護

・相談・苦情に対する常設の窓口として、受付担当者を設置している。また、担当者が不在の時には、基

本的な事項については、誰でも対応できるようにしているとともに、担当者に必ず引き継ぐようにする。



【苦情受付担当者】　相談員　横浜　太郎　　　（電話番号）045-671-0000　（FAX）045-671-0000

【苦情解決責任者】　管理者　神奈川　太郎

・苦情があった場合には、直ちに苦情受付担当者もしくは、苦情解決責任者が相手方に連絡をとり、直

接伺うなどして、詳しい事情を聴くとともに、担当者からも事情を確認する。

・苦情受付担当者が、必要であると判断した場合は、施設内で検討会議を行う。

　（検討会議を行わない場合にも、必ず苦情解決責任者まで処理結果を報告し、施設内で周知する。）

・検討の結果、必ず翌日までに対応を決定する（謝罪に行く等）。

・苦情は、記録として、所定の様式に残し、再発防止に取り組む。

・日ごろから、苦情が出ないようなサービス提供を心がけている。

（接遇研修やマナー研修等の実施等）

その他具体的に記載してください。


面積は内法の有効面積で記載して下さい。








